
年頭挨拶

ITUジャーナル　Vol. 56　No. 1（2026. 1） 3

はじめに
　明けましておめでとうございます。
　昨年10月に総務大臣を拝命しました、林芳正です。
　まず、昨年より、令和7年8月の大雨、先般の台風第22号
及び第23号、また、カムチャツカ半島付近を震源とする地
震に伴う津波など、大雨や地震等が相次いで発生していま
す。災害により亡くなられた方々の御冥福をお祈り申し上げ
るとともに、被災された方々に対し、心よりお見舞い申し上
げます。
　人口減少や少子高齢化など、我が国が様々な課題に直
面している中、私は、国民生活に広く密接な関わりのある
幅広い行政分野を所掌する総務大臣として、「今の暮らし
や未来への不安を希望に変え、強い経済を作る」との内閣
の基本方針の下、全力で取り組む所存です。
信頼できる情報通信環境の整備
　インターネット上では、例えば災害時や選挙の際に、偽・
誤情報や、誹謗中傷等の権利侵害情報の流通・拡散が深
刻化しています。
　昨年4月に施行した「情報流通プラットフォーム対処法」
の着実な運用を通じて、事業者による削除対応の迅速化や
運用状況の透明化を図ります。
　また、関係事業者や関係団体と連携した幅広い世代の
リテラシー向上に関する取組や偽・誤情報の対策技術の研
究開発などを含めた総合的な対策を進めます。
　サイバーセキュリティ対策は重要な課題であり、研究開
発や人材育成に加えて、サイバー攻撃などの脅威に対処す
るため情報分析の強化を図ります。
　一層複雑化・巧妙化する詐欺等への電気通信サービス
の不適正利用を防止するため、フィッシングメール対策の強
化を含め、様々な対策を講じます。
　国民の知る権利を満たすなどの社会的役割が期待され
る放送を持続可能とする観点から、放送の将来像と制度
の在り方について更なる検討を進めます。

国際競争力の強化・経済安全保障の確保
　昨年5月に策定した「DX・イノベーション加速化プラン
2030」に基づき、AI社会を支える新たなデジタルインフラ
の技術開発・整備、積極的な海外展開を進めます。
　具体的には、産学官の結節点である国立研究開発法人
情報通信研究機構と連携し、次世代情報通信基盤の中核
となるオール光ネットワーク、宇宙や量子分野等の研究開
発・国際標準化や早期の社会実装・海外展開を推進します。
　そのためにも、我が国から幹部職員を輩出している万国
郵便連合、国際電気通信連合、アジア・太平洋電気通信
共同体等の国際機関と緊密に連携します。
　通信インフラと電力インフラが高度に連携する、いわゆ
るワット・ビット連携によるデータセンターの地方分散を進
めるとともに、海底ケーブル、5G、光ファイバ等のAI社会
を支えるデジタルインフラの整備や防御などを進めます。
　また、非常時等にも有効な低軌道通信衛星コンステレー
ションについて、その自律性確保に向け、官民投資による
インフラ整備を推進します。
　経済安全保障上重要な5Gや海底ケーブル等のデジタル
インフラについて、国際連携の下、株式会社海外通信・放
送・郵便事業支援機構による持続的・安定的なリスクマネー
供給等を通じて海外展開を進めます。
　AIについては、我が国が国際的なルール作りを主導する
「広島AIプロセス」に関し、「報告枠組み」の運用が開始
されました。
　これを踏まえて、賛同国の拡大や規範に則した企業等に
よる取組の推進を図ります。
　あわせて、AIの開発、提供、利用に関する指針である「AI
事業者ガイドライン」について、広く普及啓発を行います。
　さらに、国内の事業者等による信頼できるAI開発力の
強化を支援するため、情報通信研究機構の保有するAI学
習用の良質な日本語データの整備・拡充、国内の事業者
等への提供や、評価基盤に関する研究開発等を強力に推
進します。
　我が国の放送コンテンツについて、海外展開の拡大を図
るために製作支援、人材育成や海外配信を実施するととも
に、適正な対価還元に向けた取引の適正化を促進するなど、
製作・流通環境の整備を強力に推進します。
　また、昨年11月に新設された「日本成長戦略本部」にお
ける総合的に支援すべき戦略分野の一つに「情報通信」が
盛り込まれたことを踏まえ、情報通信分野における官民連
携の投資促進策等についての検討を進めます。
むすび
　皆様の本年のご健勝、ご多幸を祈念し、新年の挨拶と
させていただきます。
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